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デジタル時代のまとめ

人を介在せずに処理できる

– ほとんどの処理を後ろ側で実現（例：キャッシュレス飲食店と予約システム）

– 場所、距離、能力の制約がない

専用機が要らない

– 多くの処理はパソコン上の処理→クラウドで実現（要するに「オープン」の組み合わせ）

– 「特別なシステム」は限られたものに。→競争領域のみ

– ビジネスの変化に応じて資源の再分配が可能（楽天モバイルは、モバイルサービスも既存基
盤システムから）

– よって「ソフトウェア・ファースト」でビジネス設計が可能に。

 トレーサビリティ確保・可視化ができる

– 途中経過がわかるように

– データを踏まえた意思決定、あるいは改善

– AIの活用

「顧客価値の最大化」（顧客目線での価値提供）が競争の主戦場へ



デジタルトランスフォーメーション（DX）について
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 DXの定義@「DX 推進指標」とそのガイダンス

“企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用
して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競
争上の優位性を確立すること”

“企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用
して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競
争上の優位性を確立すること”

“企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用
して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競
争上の優位性を確立すること”

“企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用
して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競
争上の優位性を確立すること”

 企業が環境変化に適応して競争力を維持し続けるということや、人々が本質的に求めてい
ること、すなわち、経営や製品・サービスの本質に大きな変化があるわけではない

 一方でデジタルを活用した経営の革新や全く新たな製品・サービスが競争力を決する大き
な要素となってきており、デジタルを最大限に使いこなせる企業へ生まれ変わることが必要
不可欠

 コロナ禍で本格的に動き出したデジタルの変化は元に戻らない。DXの阻害要因は古い
企業文化（固定観念）。企業文化の変革が常に生まれ、迅速に実現できる組織・体
制の整備が必要

 従来のITとデジタルトランスフォーメーションの違い従来のIT化 ＝ 一部の業務・機能のデジタル化

デジタルトランスフォーメーション ＝
経営のやり方
製品・サービス

デジタル前提で
抜本的に見直すこと



DX推進
ガイドライン

DX推進指標
取締役会実効
性評価項目

ベンチマーク策定
PFデジタル化指標
PF変革手引書
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DX推進施策の展開

 DXレポートを出発点に、企業の内部・外部への働きかけを法整備を含めて実施

2018/9 2018/12 2019/7 2019/11 2020/5

DXレポート
「2025年の崖」

情報システム・モ
デル取引・契約
書(改正民法・
アジャイル)

情報処理促進
法の施行

情報処理促進
法の改正

DX認定制度
施行

デジタルガバナンス
コード策定の方向
性(報告書)

DX推進指標
分析レポート

企業の内発的なDX推進への働きかけ

企業をとりまくステークホルダとの関係への働きかけ

推進に向けた法整備

2020/11

DX認定
本格開始

デジタル
ガバナンス
コード公表

DX銘柄
募集開始

自己診断 自己診断

2020/12

巣ごもりDXス
テップ講座情報
ナビ構築

DXレポート2
中間取りまとめ



製造業におけるDXの必要性
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既に老朽システムはない 一部領域のみ老朽システムは残っている

半分程度が老朽システムである ほとんどが老朽システムである

その他

17.2 50.0 30.0 2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

強く感じる ある程度、感じる あまり感じない 全く感じない その他

（資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年12月）

業種によるレガシーシステムの残存状況 約７割の企業が、レガシーシステムが
DXへの足かせと感じている

デジタル・トランスフォーメーションにおける課題と現状

 製造業を含む各分野で、老朽化した基幹系システム（レガシーシステム）が残存。

 運営費・保守費が肥大化（「技術的負債」）し、DXの足かせに。

 「2025年の崖」では、レガシーシステムの残存が2025年以降に大きな経済損失を招
く可能性を指摘。
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 デジタル化は企業変革力（ダイナミック・ケイパビリティ）強化に有効。

 一方、製造業のデジタル化やデータ活用は、製造工程についても、マーケティングとの連携につい
ても十分に進んでいない。

51.0%
58.0%

67.6%66.6%

49.0%
42.0%

32.4%33.4%
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【個別工程の機械の稼働状態
について「見える化」を行い、改
善等に取り組んでいるか】

【販売後の製品の動向や顧客の
声を設計開発や生産改善に活
用しているか】いいえ

（データ
収集してい
ない）

データを実際に役立てている企業の割合も伸びていない

はい（デー
タ収集して
いる）

製造工程のデータ収集に取り組んでいる企業の割合
（国内製造業）

製造工程のデータ収集に取り組んでいる企業は減少

データ利活用に取り組んでいる企業の割合
（国内製造業）

（資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性
に関する調査」（2019年12月）

別の手段
で足りてい
る

可能であれ
ば実施した
い

実施する計
画がある

実施してい
る

実施予定
なし

別の手段
で足りてい
る

可能であ
れば実施
したい

実施する
計画があ
る

実施してい
る

実施予定
なし

デジタル・トランスフォーメーションにおける課題と現状
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IT投資の目的の比較

 平時の際の効率性や生産性を重視 → 旧来の基幹システム更新や保守を志向。

 不測の事態に対する柔軟性を重視 → ビジネスモデル変革や人材育成を志向。

（資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年12月）

65.4%

75.0%

1.9%

5.8%

9.6%

3.8%

3.8%

72.1%

47.1%

22.1%

10.3%

10.3%

17.6%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

業務効率化やｺｽﾄ削減

旧来型の基幹ｼｽﾃﾑの更新や維持ﾒﾝﾃﾅﾝｽ

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革

新製品･ｻｰﾋﾞｽの提供

ﾃﾞｰﾀの利活用による顧客行動や市場分析

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材の育成

その他

(n=52) 平時の際の効率性や生産性重視 (n=68) 不測の事態に対する柔軟性や俊敏性重視

IT投資の目的
＜参照＞ものづくり白書P69
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企業変革力（ダイナミック・ケイパビリティ）とは？

 不確実性の高い世界では、環境変化に対応すべく、組織内外の経営資源を再結合・
再構成する経営者や組織の能力（ダイナミック・ケイパビリティ）が重要。

 そして、デジタル・トランスフォーメーション（DX）の推進こそが、カギとなる取組。

オーディナリー・ケイパビリティ ダイナミック・ケイパビリティ

目的 技能的効率性
顧客ニーズとの一致

技術的機会やビジネス機会との一致

獲得方法 買う、あるいは構築（学習）する 構築（学習）する

構成要素 オペレーション、管理、ガバナンス 感知、捕捉、変容

ルーティン ベスト・プラクティス 企業固有の文化・遺産

経営上の重点 コストコントロール 企業家的な資産の再構成とリーダーシップ

優先事項 「ものごとを正しく行う」 「正しいことを行う」

模倣可能性 比較的模倣できる 模倣できない

結果 効率性 イノベーション

（注）「ダイナミック・ケイパビリティ」は、デビッド・J・ティース・UCバークレー校ビジネススクール教授により提唱された、戦略経営論における学術用語。
（資料）D.J.ティース「ダイナミック・ケイパビリティの企業理論」（中央経済社、2019年）図表5-1を一部改変

オーディナリー・ケイパビリティとダイナミック・ケイパビリティの相違点

＜参照＞ものづくり白書P23



 不確実性の高い世界では、環境変化に対応するために、組織内外の経営資源を再結合・再構
成する経営者や組織の能力（ダイナミック・ケイパビリティ）が競争力の源泉となる（注）。

 ダイナミック・ケイパビリティの要素は「感知」「捕捉」「変容」の三能力（デビッド・J・ティース・UC
バークレー校ビジネススクール教授）。

 これらの能力を高めるためには、デジタル化が有効。デジタル化の意味は、「ダイナミック・ケイパビリ
ティの強化」にある。

ダイナミック・ケイパビリティに必要な３つの能力

①脅威・機会の感知（Sensing）

②機会を捕捉して、資源を再構成・再結合し、
競争優位を獲得（Seizing）

③競争優位性を持続可能なものにするために
組織全体を変容（Transforming）

デジタル化により強化

企業変革力（ダイナミック・ケイパビリティ）の強化①

• データの収集・連携
• AIによる予測・予知

• ３D設計やシミュレーションに
よる製品開発の高速化

• 変種変量
• 柔軟な工程変更

9
（注）デビッド・J・ティース・UCバークレー校ビジネススクール教授により提唱。



 国内製造業の中には、高い企業変革力（ダイナミック・ケイパビリティ）を発揮してプロセス改革を行
い、様々な環境変化に柔軟に対応し、実力を伸ばしてきた事例も複数存在。

企業変革力（ダイナミック・ケイパビリティ）の強化②
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柔軟なグローバル生産体制の構築
（ダイキン工業（株））

事例

•同社の主力である空調製品はその特性上、季節や天候、
景気等による需要変動が大きく、住宅事情やライフスタイル
といった国・地域ごとの特性も色濃く反映される。このため、
できるだけ作り置きせず需要変動に対応できるグローバル
生産体制を構築するために、「市場最寄化戦略」を実践。
•生産ラインを構成する要素をモジュール化し、生産量の変
化や地域ニーズの違いに応じた生産ラインを素早く構築
する取組を進め、スピーディーな市場参入を可能にしている。

事例 我が国製造業に見るダイナミック・ケイパビリティ
（富士フイルムホールディングス（株））

•同社は2000年代まで写真用フイルムが主力ビジネスで
あったにも関わらず、自らデジタルカメラを開発するなど、
既存事業に固執せず新たな市場を開拓してきた。
•その後も化粧品、医薬品、再生医療などに参入し、現
在はヘルスケアが同社の主力事業になっている。
• 「変化に素早く対応する」「変化を予測し先手を打つ」
「自ら変化を作り出す」ことを実践し、高いダイナミック・ケ
イパビリティを実現している。

（資料）同社提供

（資料）同社提供



DX政策の流れ
①経営への位置づけ、市場からの評価の確立
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製造業DXに向けた取組

 経産省では、デジタルガバナンス・コードについて産業別のリファレンスケースを検討し、製
造業について、エンジニアリングチェーン強化に向けた取組の方向性を昨年提示。

 IPA（独立行政法人情報処理推進機構）にて、製造分野におけるDX推進に向けた
周知・広報活動を実施。

製造分野DX推進ガイド（IPAより昨年公表）

ターゲット：中小製造業の経営者の方、それらを支援する中小規模製造業支援者の方 等

No 大項目 内容

1. 製造分野の
DXを理解する

製造分野におけるDXを理解するために、製造分野のDXの定義や、目指す姿、推進ステップを示す

2. 製造分野の
DX事例集

製造分野のDXを理解するために事例（プレゼンテーション資料形式、動画形式）を公開

3. 製造分野DX度
チェック（今後公開

予定）

製造分野のDX推進において着目すべき観点ごとに、自社の取組み状況を可視化するためのツール
を公開

4. 製造分野
DX関連情報

文献一覧では、製造分野DXに関連する書籍やWEB情報を提供

5. FAQ 「製造分野のDXって何？」など素朴な疑問から、「DXで儲かるのか？」など皆様からの疑問点を整理
して提示
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DX政策の流れ
②コロナを踏まえたDXの加速
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DX推進指標

 DX推進指標は経営・ITの両面でDXの取組状況をチェックできる自己診断指標

– 診断項目の例：データとデジタル技術を使って、変化に迅速に対応しつつ、顧客視点でどのような価値を創出するのか、
社内外でビジョンを共有できているか。

 自己診断結果をIPA(独立行政法人情報処理推進機構)に提出することで、全国や業界内での
位置づけの確認や、DXの先行企業との比較ができる「ベンチマーク」を提供（無償）

認
識
共
有

ア
ク
シ
ョ
ン

進
捗
の
把
握

DX推進指標に回答するために、経営者や事業部門、
DX部門、IT部門などの関係者が集まって議論すること
で、関係者の間での認識の共有を図り、今後の方向
性の議論を活性化

自社の現状や課題の認識を共有した上で、あるべき
姿を目指すために次に何をするべきか、アクションについ
て議論し、実際のアクションにつなげる

毎年診断を行ってアクションの達成度合いを継続的に
評価することにより、DXを推進する取組の経年変化を
把握し、自社のDXの取組の進捗を管理する

1
2
3

わが社はDXできている？できてない？

DXの推進に向けて何をしたらよいの？

去年に比べてわが社のDXは進んだ？

帳票2b-1

業種 6. 製造業(機器) 集計対象企業数 66 件 回答内訳

売上規模別 従業員規模数別

サマリ

定性指標 成熟度別回答分布

現在

業種順位 9 (位) 平均成熟度 1.5 DX推進の枠組み （平均成熟度 1.39 ）

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度

1 危機感共有 1.7 1 事業部門の人材 1.1

2 トップのコミット 1.7 2 投資・予算配分 1.2

3 外部連携 1.7 2 バリューチェーンワイド 1.2

ITシステム構築の枠組み （平均成熟度 1.65 ）

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度

1 ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・ｾｷｭﾘﾃｨ 2.3 1 スピード・アジリティ 1.3

2 IT資産の分析・評価1.9 2 廃棄 1.4

3 ITロードマップ 1.9 2 競争領域の特定 1.4 定量指標

回答件数が多い指標

目標 回答件数 回答割合

決算処理スピード 27 41%

業種順位 7 (位) 平均成熟度 3.2 DX推進の枠組み （平均成熟度 3.13 ） フォーキャストサイクルタイム 26 39%

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度 業務プロセスのデジタル化率 26 39%

1 危機感共有 3.5 1 バリューチェーンワイド 2.9 データ鮮度 26 39%

2 トップのコミット 3.4 2 投資・予算配分 3.0 Cash Conversion Cycle 25 38%

3 事業への落とし込み3.3 3 評価制度 3.0

その他使われている指標

ITシステム構築の枠組み （平均成熟度 3.29 ） 各社・事業部のIT機能重複率

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度 対売上高IT投資比率

1 ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・ｾｷｭﾘﾃｨ 3.8 1 競争領域の特定 3.0 生産ラインのIoT化比率

2 IT資産の分析・評価3.6 2 スピード・アジリティ 3.0 MAU (Monthly Active Users)

3 データ活用の人材連携3.5 3 廃棄 3.2 顧客ID登録数
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作成中

全国での位置付けがわかる！

DX先行企業との比較ができる！

業界内での位置付けがわかる！

ベンチマークの活用イメージDX推進指標の活用方法

次年度の事業計画立案に活用
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DX推進指標の分析結果（2020年末時点）

 DXレポート発行から2年が経過した今般、DX推進指標の自己診断に取り組み、結果
を提出した企業の中でも、95%の企業はDXにまったく取り組んでいないか、取り組み
始めた段階であり、全社的な危機感の共有や意識改革のような段階に至っていない

 先行企業と平均的な企業のDX推進状況は大きな差がある

DX推進指標自己診断結果の分析レポートより

自己診断結果提出企業の“現在”全項目平均値の分布

水面下には診断結果を
提出していない多数の企業

4
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～5.0 先行企業平均

3.6

全企業平均

1.5

部門横断的推進
～持続的実施

約5%

未着手～
一部部門での実施

約95%
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企業のDXに対する危機感の現状

 自社のデジタル化に関する取組状況を「トップランナー」と評価する企業が約4割。一方
で、現在のビジネスモデルの継続を前提としている企業、部分的なデータ分析にとどまって
いる企業が多く、変革への危機感の低さが垣間見える

3.1

3.0

1.2

36.3

26.7

26.7

45.0

52.7

55.8

13.8

16.4

12.7

1.9

1.2

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

（N=160）

2018年度

（N=165）

2017年度

（N=165）

Q5：デジタル化に対する、貴社の取り組み状況について、どのようにお考えですか。(N=160)

他社と比べて、かなり進んでいる 他社と比べて、ある程度、進んでいる 他社と比べて、あまり進んでいない

他社と比べて、かなり遅れている 判断できない、分からない

トップランナー セカンドランナー フォロワー

取組状況により「トップランナー」「セカンドランナー」「フォロワー」に分類し、傾向を分析

8.2 

10.8

75.3 

70.9

12.0 

15.8

4.4 

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

（N=158）

2018年度

（N=158）

Q6S1：デジタル化の進展が与える影響を踏まえ、貴社のビジネスを、どのようにしていこうとお考えですか。(N=158)

既存ビジネスにおいて、サービス開発や業務効率化などデジタル化を推進するが、ビジネスモデル自体はこれからもあまり変わらない

現在のビジネスモデルを継続しつつ、新しいビジネスモデルも開拓する必要がある

現在のビジネスモデルを抜本的に変革する必要がある（顧客チャネル/サプライチェーンの改革など）

現在のビジネスに拘らず、全く異なる新しいビジネスを創造する必要がある

0.6 5.6 16.3 70.0 6.3 0.01.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q13：売上データ・マーケティングデータ・生産管理データなどの経営に関わるデータ分析および分析結果に基づく行

動をどのようにしていますか。(N=160)

あらゆるデータを分析しており、その結果を全般的に経営判断に活用している

あらゆるデータを分析しており、その結果を部分的に経営判断に活用している

部分的なデータを分析しており、その結果を全般的に経営判断に活用している

部分的なデータを分析しており、その結果を部分的に経営判断に活用している

ほとんどデータを分析していない

データを分析する必要性がないと考えている

その他

デジタル化に関する取組状況 ビジネスモデルの変革の必要性の認識

経営に対するデータの活用状況

（出典）日本情報システム・ユーザー協会「デジタル化の取組みに関する調査2020」（2020年5月）



企業の
目指すべき方向性
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企業の目指すべき方向性

 変化に迅速に適応し続けること、その中ではITシステムのみならず企業文化(固定観
念)を変革することがDXの本質であり、企業の目指すべき方向性

 コロナ禍によって人々の固定観念が変化した今こそ企業文化を変革する機会。ビジネス
における価値創出の中心は急速にデジタルに移行しており、今すぐ企業文化を変革し
ビジネスを変革できない企業は、デジタル競争の敗者に

「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用し
て、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革する
とともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争
上の優位性を確立すること」

 コロナ禍は一過性の特殊事象ではなく常に起こりうる事業環境の変化
 これまでは疑問を持たなかった企業文化の変革に踏み込むことができたか

が対応の成否を分けた

コロナ禍により
表出したこと

企業が競争上の優位性を確立するには、常に変化する顧客・社会の課
題をとらえ、「素早く」変革「し続ける」能力を身に付けること、その中では
ITシステムのみならず企業文化(固定観念)を変革することが重要

DXの定義

「DX推進指標とそのガイダンス」より
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DXレポート2のサマリー（企業のアクションと施策のポイント）

直ちに 短期 中長期

企業が取り組む
べきアクション

政府の取組

コロナ対応をしつつDXにも資する製
品・サービスの早期導入

DXの認知向上（事例集、知見を
集める場の提供）策の検討

DXを担う関係者の間での共通理
解の形成

業務プロセスの再設計

協調領域の投資効率化（パッケー
ジソフト利用等）

アジャイル開発体制の確立

ベンダーとのパートナーシップ

人材の確保
DX推進状況の把握

企業関係者の間での共通理解形
成のためのポイント集の策定

CIO/CDXOの役割の再定義

DXの成功パターンの策定

ユーザーとベンダーの共創を推進
するためのベンダーの役割の整理

と転換への道筋の検討

研究開発税制、DX投資促進税
制の活用



DX政策の流れ
③デジタル産業の創出へ
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今後の産業構造の方向性

 デジタル産業が創出する価値は市場との対話の中で迅速に変化していく。価値提供の
迅速さ、1社でカバレッジすることができない多様な価値を結びつける必要性から、固定
的ではないネットワーク型の構造をとると考えられる。

 このネットワークに参入することで地域中小を含め多様な企業が成長できるのではないか

多重下請型

Tierが低いほど利益率が低くなり、
イノベーションへの投資ができない

ネットワーク型

価値創造次第でTierが低くとも利益を
創出でき、イノベーションへの投資が可能に

大企業牽引モデル 複層化したバリューチェーンモデル

産業構造

型

特徴

出所）価値創造企業に関する賢人会議（第３回）



デジタル産業の創出に向けた研究会における議論のスコープ

 目指すべきデジタル産業の具体的な姿を明らかにする

 ベンダー企業がデジタル産業へ向かう際のハードルや、克服するための方策を示す

 デジタル産業における優れた企業はどのような指標で評価することができるか明らかにする

 デジタル産業を目指す企業への政策的方向性を示す

ユーザー企業
（DX未着手・DX途上企業）

デジタル企業
デジタル産業

(他社にデジタルケイパビリティを
提供する企業)

ベンダー企業

DXレポート2

研究会
議論

ミドル
ウェア

クラウド セキュリティ
その他
ハイテク
企業

コンサル

SI・組み込み

サービス
パッケージ
ソフト

プラット
フォーム

DX
パートナー
(共創・共育)

業界別
共通
プラット
フォーム

サ
ー
ビ
ス

受
託
開
発

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

受託開発？

DXレポート2



デジタル社会の特徴

 様々なプロセスにおいて、人による判断からデータを活用した判断へと変化する

 クラウドサービスとして価値が提供され、環境の変化に伴って常にアップデートされる

 インターネットによってサービスが世界規模でスケールする

 オープンアーキテクチャで多様なサービスがつながる。他社のサービスを活用して価

値を創出する、また他社のバリューチェーンに参画する

22

討議結果：デジタル社会とデジタル産業の姿（仮説）

デジタル産業の姿

 課題解決や新たな価値・顧客体験をサービスとして提供する

 大量のデータを活用して社会・個人の課題を発見し、リアルタイムに価値提供する

 インターネットに繫がってサービスを世界規模でスケールする

 サービスを環境の変化に伴って常にアップデートする

 データとデジタル技術を活用し、マルチサイドプラットフォームなどのこれまで実現でき

なかったビジネスモデルを実現する

目指すデジタル社会の姿

 社会課題の解決、新たな価値・体験の提供が迅速になされる

 グローバルで活躍する競争力の高い企業、世界の持続的発展に貢献する企業が

生まれる

 資本の大小、中央・地方の別なく価値創出に参画できる

データとデジタル技術が社会を構成する中心的な要素となる
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デジタル産業の構造と企業類型（仮説）

業界
新ビジネスを創造する

→新ビジネス提供の主体

P/F P/F P/F

P/F

機能

（Value Chain）

プラットフォームを作る

→共通P/Fの提供

A業界 B業界

大企業

中小零細

•垂直分業型

•企業規模と業界で硬直的

•新興ベンチャーの参画余地

少ない

技術を変革する

→DX技術提供

ビジネスを変革する

→変革推進パートナー

デ
ジ
タ
ル
変
革
後
の
業
界
構
造

多
重
下
請
構
造

大企業

中小零細企業

新興ベンチャー

変革の道筋

凡例

•水平連携型

•バリューチェーンでつなが

り、互いに価値を創出

•新興ベンチャーがネット

ワーク上で価値創出に

参画

12

3

4
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デジタル産業の企業類型（仮説）

①

企業の変革を共に

推進するパートナー

•新たなビジネス・モデルを顧客と一緒に考えるパートナー

•DXの実践により得られた企業変革に必要な知見や技術の共有

•レガシー刷新を含めたDXに向けた変革の支援

②

DXに必要な

技術の提供

•トップノッチ技術者（最先端のIT 技術など、特定ドメインに深い経験・ノウハウ・技

術を有する）の供給

•デジタルの方向性、DXの専門家として、技術、外部リソースの組合せの提案を行う

③

共通プラットフォームの

提供主体

•中小企業を含めた業界ごとの協調領域を担う共通プラットフォームのサービス化

•高度なIT 技術（システムの構築技術・構築プロセス・体制）を核にしたサービス

化・エコシステム形成

④

新ビジネス・サービスの

提供主体

•IT の強みを核としつつ、新ビジネス・サービスの提供を通して社会への新たな価値提

供を行う主体

デジタル産業の企業類型
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政策の方向性

 今後の政府の支援スキームにおいては、地方中小企業を含め、デジタル産業を目指す
企業に、政策資源を集中していく方向

– デジタル産業の企業（類型①～④）を評価する”デジタル産業指標(仮)” を定義する

– 企業がデジタル産業で活躍できるようになるまでの変革の道筋をDX成功パターンとして編纂

– 指標・DX成功パターンを活用して事業変革を目指す企業に対する支援や、必要となる人材
育成に向けた環境整備、社会課題解決に資する技術開発支援を行う

DX推進指標

類
型
①

類
型
②

類
型
③

類
型
④

デジタル産業指標(仮)

デジタル産業指標(仮)

低位安定ユーザー企業 ベンダー企業

デジタル産業

変革の道筋

DX成功パターン

IT導入補助金 事業再構築補助金 税制改正



DX政策の流れ
④個社から複数社協働へ、業界へ
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共通プラットフォームの考え方～社内のDXから、社を超えたDXへ

 経済産業省では、上水道事業における課題解決の一環として水道標準プラットフォーム
事業を推進し、データの標準化、クラウド利用によるシステムの共通化を進めている。

 政府として、非競争領域におけるシステム共通化事例の横展開を目指していくことは、
IT政策大綱（2019年6月）や成長戦略のフォローアップ（2020年7月）にも記載。

 新型コロナウイルス感染症の蔓延により、サプライチェーンの脆弱性、個社単位のビジネス
における課題が露呈した中、協調領域については、個社が別々にシステム開発するので
はなく、業界毎や課題毎に共通のプラットフォームを構築することが有効と考えている。

 幅広い業界への共通プラットフォームの横展開が可能となるように、各分野での状況につ
いて情報処理推進機構（IPA）で調査を進めている。

民間（飲料業界）の事例
（共同配送、共同倉庫）

水道業界での、システム共通
化のためのデータ標準形成
→水道標準プラットフォーム

囲い込みへの拘泥から、
協調領域組成へと変革



ご清聴ありがとうございました
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経済産業省 商務情報政策局

情報技術利用促進課長

田辺 雄史


